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　　年　　月　　日

村上市長　様　

申請者　住所
　氏名又は名称
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　


年度　村上市産業支援プログラム事業補助金交付申請書

　村上市産業支援プログラム事業補助金交付要綱第7条の規定により、補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業

２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　円
　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円

３　添付書類
　（１）別紙１～別紙８（事業内容に応じて添付すること）
（２）見積書
（３）個人情報に関する同意書
（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

別紙１（様式第１号に添付）
事業実施計画書

１　事業の名称（テーマ）



２　事業の取組内容






３　事業の効果






４　実施期間　

　　　　　　　年　　　月　　　日　　～　　　　　年　　　月　　日

５　事業後の取り組み






６　事業担当者
　　　役職及び氏名 　役職　　　　　　　　　　　氏名
　　　連絡先 　電話
　　　　　　　　　　　FAX
　　　　　　　　　　　E-mail



別紙２（様式第１号に添付）
収　支　予　算　書
１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　額
	資金調達先

	自己資金
	
	

	補助金
	(ｃ)
	※補助金相当額の手当方法
　　・自己資金　　　　　　（　　　　　　　　円）
　　・金融機関からの借入金（　　　　　　　　円）
　　・その他　　　　　　　（　　　　　　　　円）

	その他
	
	

	合　計
	(a)＋(b)
	




２．支出の部　　　　　
【市内業者に発注する経費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　額
	積算明細等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	補助対象経費合計
	(a)
	


　
【市内業者以外に発注する経費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　額
	積算明細等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	補助対象経費合計
	(b)
	


　　※補助対象経費のみ記載すること

３．補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	(a)×2／3 ＋ (b)×1／2
	（c）                      　　       ※千円未満切捨て


　・(c)について、上限額が設定されています
　・人材育成サポート事業補助金及びまちなか景観魅力アップ事業補助金の補助率は一律1／２になります


別紙３（様式第１号に添付）
経営計画書
	名称
	
	代表者名
	

	本社所在地
	〒

	上記以外の
営業所等
	〒

	主たる業種
	
	設立年月日
	　　　　　　　　　年

	資本金
	
	従業員数
	　　　　　　　　　人

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	
	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
	　　　　　　　　　　



１．企業概要
	



２．顧客ニーズと市場の動向
	



３．自社や自社の提供する商品・サービスの強み
	



４．経営方針・目標と今後のプラン
	



別紙４（様式第１号に添付）
任意グループ概要

	事業所名
	
	代表者名
	

	代表者所在地
	〒

	電話
	
	FAX
	

	設立年月日
	
	市内営業年数
	　　　　　　　　　年



１．任意グループ活動概要
	



	
	１
	２
	３
	４

	事業所名
	
	
	
	

	代表者名
	
	
	
	

	所在地
	
	
	
	

	TEL
	
	
	
	

	FAX
	
	
	
	

	主要製品
	
	
	
	

	得意分野
	
	
	
	

	本事業での
役割
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	


（注）　１　参加企業のパンフレット等があれば、添付して下さい。
２　任意グループの規約等があれば、添付して下さい。

別紙６（様式第１号に添付）

年　　月　　日

村上市長　様

支援機関名　　　　　　　　　　　　　　印
支援機関担当者職・氏名　　　　　　　　


村上市産業支援プログラム事業補助金に係る支援確認書（販路開拓）

支援対象事業者　　　　　　　　　　　　　　　

（１）事業者が作成した経営計画書に関して、下記の要点を確認しました。（□にチェック）
	
	①
	補助事業は新たな販路が開拓でき、売上増加につながる事業である

	
	②
	経営ビジョン（方針）、経営目標が明確である

	
	③
	市場動向（業界、立地、消費者特性、商品特性、競合）が的確に捉えられている

	
	④
	自社の製品・サービスの強みが的確に捉えられている

	
	⑤
	販路開拓を実現するための取組内容が具体的かつ実現可能性の高いものである

	
	⑥
	当該事業計画の実施により、市内経済の活性化に資する取り組みである



（２）補助事業で具体的に取り組む内容と、補助事業の必要性と期待される効果についての所見は以下のとおりです。
	補助事業で取り組む内容
	



	補助事業の必要性と期待される効果についての所見
	





（３）支援機関の今後の支援内容
	




